





















れている｡ 村上ほか (2017) では, 北海道における道内自治体調査の結
果が分析され, さらに村上ほか (2018) における愛媛県・香川県におけ
る四国調査との比較も試みられ, 小磯ほか (2018) で北海道を中心とし
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する大都市圏を有していることである｡ 大阪, 神戸, 京都を中心とする関
西大都市圏は人口1700万人を有し, その人口規模は日本において東京圏






















































た先行研究では, 坂本 (2018) で全国的な自治体対応を分析しているこ
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法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 31(729)
(１) 地域区分は以下のとおりである｡ 東京圏とは埼玉県, 千葉県, 東京都,
神奈川県である｡ 名古屋圏とは岐阜県, 愛知県, 三重県である｡ 大阪圏と










の方法について, 記述する｡ 続いて, 地方創生担当部局が地方創生政策に












法に当てはまる地域を含む自治体を ｢過疎自治体｣ とした｡ 過疎地域自立
支援特別措置法とは, 人口の著しい減少に伴って地域社会における活力が
低下し, 生産機能及び生活環境の整備等が他の地域に比較して低位にある
32(730) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
(２) 地方創生政策における大都市圏の立ち位置の難しさについては, 関係





















































本調査では, 関西２府４県の全市町村の ｢地方創生担当部局｣ に対する













(４) まち・ひと・しごと創生会議第１回 (平成26年９月19日) 参考資料
https : //www.kantei.go.jp / jp / singi / sousei /meeting / souseikaigi /h26-09-19-
sankou.pdf(最終アクセス2019年４月26日)
(５) 村上裕一先生 (北海道大学) をはじめ, 北海道調査に関わられた先生







当部局の連絡先を調べた｡ そして, 兵庫県で先行調査を行ったのち, 大阪
府, 京都府, 滋賀県, 奈良県, 和歌山県に調査を同時に行った｡ はじめに
兵庫県内の地方創生担当部局に対し, メールで2018年７月31日に調査依





システムの都合により Qualtrics での回答が困難な自治体には, 回答ファ
イルをメール添付で送ってもらうことで対応した｡
兵庫県の調査過程で特に問題がなかったことから, 引き続き, 同様の手








大阪府38／43 (88.3％), 京都府24／27 (88.8％), 兵庫県40／41 (97.5％),
34(732) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)
















































126自治体 (73.2％) が既存の部署であると答えた｡ 総合戦略づくりのた
めに新設した自治体は少なく (13自治体, 7.6％), 既存の部署を格上げま
たは改組したなど何らかの形で既存の部署を活用したものを含めると, 実
に９割近い150自治体 (87.2％) が既存の部署により取り組まれたことに
なる｡ こうした組織体制は, ｢総合計画｣ の策定と変わらないと答えた自
治体が最も多く (115自治体, 66.9％), 拡充した (34自治体, 19.8％),





また, 地方創生政策における担当部署の ｢総合戦略｣ の担当者数 (所属
長は除く) について聞いたところ, 平均は約2.0人で, １人ないし２人と
答えた自治体が132 (76.7％) と最も多かった｡ この数は, 北海道の平均
約3.2人 (村上ほか, 2017：123) や愛媛県・香川県の平均約2.7人 (村上
ほか, 2018：52) より少ない結果となった｡ なお, 関西圏の都市規模別
で平均担当者数を比較すると, 都市自治体では2.2人, 周辺自治体では2.1
人, 過疎自治体では1.8人であった｡ 都市自治体に比べ, 過疎自治体では
論
説






積極的であったと評価され (165自治体, 95.9％), その内訳は ｢これまで
の地域活性化政策と比べてより積極的｣ (37自治体, 21.5％), ｢これまで





を設けて議論や質問を行った自治体が14 (8.1％) と約半数だった｡ 一方,




また, 住民参加の機会が ｢総合計画｣ のときと比べてどのように確保さ
れたのかも聞いた｡ ｢総合計画と変わらない｣ と答えた自治体が最も多く,
74自治体 (43.0％) であった｡ ｢大幅に機会を増やした｣, ｢機会を増やし
た｣, ｢やや機会を増やした｣ のいずれかと答えた自治体は, 38自治体
(22.1％) であった一方, ｢大幅に機会を減らした｣, ｢機会を減らした｣,
｢やや機会を減らした｣ のいずれかと答えた自治体は, 58自治体 (33.7％)
であった｡ 住民参加の機会が総合計画のときと比べて機会を減らしたと回
答した自治体の方が機会を増やしたとする自治体に比べて多かった点につ





































いて, どのように解釈すればよいかは難しい｡ しかし, 各自治体の ｢総合
戦略｣ は, ｢総合計画｣ の一部と位置づける自治体より, ｢総合計画｣ とは
別のものと位置づけられている自治体がやや多い傾向があった (前者は68
自治体39.5％, 後者は102自治体59.3％) ことを考えると, 総合戦略の内








じてと答えた自治体は100自治体 (58.1％) であった｡ 他に考えられうる
ルートとして, 首長を通じて, 議会を通じて, あるいは県選出の国会議員
を通じてといったものがあるものの, これらを選択した自治体はほとんど
見られなかった (それぞれの自治体数は５, １, １)｡ 一方, 特にやり取
り・交流はなかったという自治体も一定数あった (55自治体, 32.0％)｡
各自治体と国との関係については, 北海道調査では国と特にやり取りが




(図２ ｢府県庁から各自治体への具体的な支援｣ (複数回答可))｡ ｢『人口ビ
ジョン』 や 『総合戦略』 の策定について, 県庁からどのような支援を受け
ましたか｣ (複数回答可) という質問に対しては, 140自治体の回答が
論
説
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は受けていないという自治体も, 24自治体 (14.0％) あった｡ 過疎自治体
ほど ｢情報提供｣ 以外の ｢人的支援｣ や ｢具体的なアイディアの提供｣ を
受ける傾向にあったが, 都市自治体でも ｢情報提供｣ を受ける自治体は７
割以上あった｡ 北海道ではほとんどの自治体が道庁から何らかの支援を受
けたのに対し (村上ほか, 2017：124), 愛媛・香川調査では県庁からの
具体的な支援が ｢特になかった｣ と答えた自治体が35.3％であったこと






















































用を1000万円まで交付することとした｡ ｢人口ビジョン｣ と ｢総合戦略｣
の策定にあたって, 各自治体がどのようにコンサルタントを活用したのか
を聞いた (図３ ｢コンサルタントの利用について (単数回答)｣)｡ 最も多
かったのは, ｢人口ビジョン｣ および ｢総合戦略｣ の策定にあたってコン
サルタントを利用したとする自治体である (137自治体, 79.7％)｡ 大半の
自治体は計画策定に関する業務について, コンサルタントを利用している
ことがわかる｡ なお, どちらか一方のみ利用したとする自治体は, ｢人口
ビジョン｣ のみが12自治体 (7.0％), ｢総合戦略｣ のみが９自治体 (5.2％)
であり, やや ｢人口ビジョン｣ の方が委託されやすい傾向にあった｡ また,
どちらの策定においてもコンサルタントを利用しなかった自治体は, 12
自治体 (7.0％) にとどまったことから, 90％以上の自治体が何からの形
でコンサルタントを利用していた｡
なお, 全国調査においても, ｢総合戦略の策定にあたって, コンサルタ
ント等に委託をしましたか｣ という問いについて, ｢委託をした｣ と回答
した自治体の割合は77.3％, ｢委託はしなかった｣ と回答した自治体は22.7





えた自治体は65自治体 (43.0％), ｢自治体職員の専門的知識｣ が不足して




法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 39(737)
体にその理由を聞いたところ, ｢国からの交付金｣ があったからと答えた
自治体は66自治体 (44.6％) と最も多く, つづき ｢自治体職員の専門的知





一方, ｢人口ビジョン｣ の策定および ｢総合戦略｣ の策定いずれもコン
サルタントを利用しなかった自治体は, ほとんどの自治体 (12自治体中11






40(738) 法と政治 70巻 2号 (2019年 8月)





















































活用したデータ (複数回答可) を聞いたところ, ｢自治体の自前データ｣
と答えた自治体は最も多く, 142自治体 (82.6％) であった｡ 一方, 人口
ビジョンと総合戦略の策定にあたって国が活用を促してきたのは, ｢地域
経済分析システム｣(Regional Economy Society Analyzing System：RESAS)
であった｡ しかし, これらを活用した自治体は半数程度 (89自治体,
51.7％) にとどまっている｡ RESAS 以外の国のデータとして, 厚生労働
省や国立社会保障・人口問題研究所などが提供しているデータがあるが,
こうしたものを活用した自治体は, 113自治体 (65.7％) であった｡ それ
以外のデータを活用した自治体はごくわずか (３自治体) であったが, 県
データ等を活用していた｡
なお, RESAS データが十分に使われなかった傾向は他の地域とも共通
する傾向である｡ 人口ビジョンや総合戦略策定の過程で RESAS を使った
と答えた自治体は北海道で39.1％, 愛媛・香川で55.9％ (村上ほか, 2017：














相談を行った｣ と答えた自治体が82自治体 (47.7％) と最も多く, 次いで
｢特に連携・調整の機会はなく, 独自に進めた｣ と答えた自治体が67自治
体 (38.9％) と多かった｡ 一方, ｢必要な施策については調整を行った｣
とした自治体は13自治体 (7.6％), ｢県庁の仲介で調整した｣ 自治体は８










体が最も多く, 77自治体と半数近かった (44.7％)｡ 一方, ｢大幅に促進さ
れた｣ (４自治体, 2.3％), ｢促進された｣ (36自治体, 20.9％), ｢やや促
















































つづいて, 総合戦略の内容について検討したい (図５ ｢総合戦略の目玉・
特徴 (回答は３つまで)：関西圏の自治体規模別比較｣)｡ 各自治体に ｢総
合戦略｣ の目玉・特徴として最大三つまで選んでもらったところ, ｢子育
て支援｣ が最も多く (64.5％), ｢産業の活性化｣ (46.5％), ｢移住・定住




































法と政治 70巻 2号 (2019年 8月) 43(741)
重視されていることが予測できる｡ また, 関西には関西空港や伊丹空港な
どの国内・国際空港や各種鉄道のターミナル駅も多く, 大阪, 京都, 奈良,
神戸を中心に国内外の観光客が多く集まることが影響してか, ｢観光政策｣
(27.3％) も一定の回答があった｡ ｢その他｣ と答えた自治体の自由記述欄
からは, 安心・安全の地域づくり, 教育政策, 健康政策, 大学との連携と
いった回答が複数みられた｡
都市規模別にみた場合の特徴として, 都市自治体および周辺自治体で特
に重要視されているのは ｢子育て支援｣ である｡ 同じ子育て世代に対する
対策でも, ｢出産時の支援｣ より, 保育所の充実化などを含む ｢子育て支

















全体 都市自治体 周辺自治体 過疎自治体









































比べて ｢産業の活性化｣ や ｢雇用の創出｣ に重点が置かれている｡ 地域の
活性化において, 産業や雇用面の必要性が高いと判断している過疎自治体
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れる｡
他の地域と比較においても, 特に関西圏で多かった ｢子育て支援｣ は,
他の地域でも重視されていることがわかる (図６ ｢総合戦略の目玉・特徴
(回答は３つまで)：関西圏と他地域との比較｣)｡ ただ, もともとの経済活
動や経済圏の規模が大きいため, 関西圏において ｢産業の活性化｣ は北海
道や愛媛・香川ほど多くない｡ また, ｢移住・定住支援｣ は愛媛・香川ほ




２) 重要業績指標 (KPI) について
｢重要業績指標 Key Performance Indicator：KPI)｣ とは施策ごとの進
捗状況を検証するために設定する指標のことである｡ 総合戦略では, 国が
自治体に対して KPI指標を設定して活用することを求めた｡
各自治体はどのように KPIを設定したのであろうか｡ 設定された KPI
について最も多いものを聞いたところ, ｢新たに設定したもの｣ と答えた
自治体が94自治体 (54.7％) と最も多かった｡ また, ｢既存の数値目標を
加工して作成｣ が39自治体 (29.7％), ｢行政評価・事務事業評価等, 既存












































おける KPIの指標設定については, ｢必要だと強く思う｣ (10自治体, 5.8
％), ｢必要だと思う｣ (81自治体, 47.1％), ｢どちらかといえば必要だと




はまっており, ｢必要だと強く思う｣ (４自治体, 2.3％), ｢必要だと思う｣




表１ ｢関西２府４県における地方創生交付金 (先行型・加速化１次) の配










る認識について聞いた｡ ｢先行型｣ の使途については, ｢かなり使い勝手が
よかった｣ (13自治体, 7.6％), ｢使い勝手がよかった｣ (57自治体, 33.1
％), ｢やや使い勝手がよかった｣ (27自治体, 15.7％), のいずれかを選ん
論
説
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だ自治体が56.4％と半数を上回っている｡ また, ｢加速化｣ の使途につい
ても, ｢かなり使い勝手がよかった｣ (６自治体, 3.5％), ｢使い勝手がよ
かった｣ (35自治体, 20.3％), ｢やや使い勝手がよかった｣ (40自治体,
23.3％), のいずれかを選んだ自治体が47.1％と半数近い｡
いずれの交付金についても, ｢やや使い勝手が悪かった｣, ｢使い勝手が
悪かった｣, ｢かなり使い勝手が悪かった｣ のいずれかに当てはまる, 使い
勝手が悪かったという認識より, ｢かなり使い勝手がよかった｣, ｢使い勝
手がよかった｣, ｢やや使い勝手がよかった｣ のいずれかに当てはまる, 使
い勝手がよかったという認識が上回っている｡ しかし, どの自治体にとっ
ても使いやすかったものとはいえなかったと推定される｡ この点は, ｢先
































































































出典：まち・ひと・しごと創生本部ホームページ内の地方創生交付金のページ (https : //
www.kantei.go.jp / jp / singi / sousei / about /kouhukin / index.html, 最終アクセス2019年４
月26日) のデータより筆者作成｡ なお, 件数は事業件数であるため, 市町村数とは対
応関係にない｡ 人口は平成27年度総務省データに基づく｡ 件数は市町村分のみ, 金額
は府県と市町村分の値を示している｡ これをもとに, 各府県一人当たりの交付金額を
示している｡





































行型｣ と ｢加速化｣ のいずれでも ｢どちらともいえない｣ を選んだ自治体
が３割近いことにも表れている｡ 自由記述欄からは, ｢手続きが煩雑であ
る｣, ｢計画変更が容易ではない｣ といった意見がみられた｡ このため, マ
ンパワーが十分ではない自治体にとって使い勝手があまりよくないという
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２) 国と地方自治体の関係
本調査では, 国と地方自治体の関係についても質問した (図７ ｢国から
各自治体へのコントロールは強化されているか (単一回答)｣)｡ ｢国から各
自治体へのコントロールは概して強化されていると感じますか, 強化され
ていない (自治体の自由度が大きくなっている) と感じますか｣ という質
問に対して, ｢どちらともいえない｣ と答えた自治体が最も多かった (101
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(８) 本調査ではこの質問について, 前述の通り質問票の第二部として聞い
た｡ また, 回答項目については, 強化されている／強化されていない, 届
きやすくなっている／届きにくくなっているという二択ではなく, 図７お
よび図８に示したように, ｢大いに強化されている (届きやすくなってい
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(９) 問：全般的に国から市町村に対する統制 (制約) は強まっていると感
じますか (単純回答) (n＝1342) ｢強まっている｣ 9.7％, ｢どちらかと言
えば強まっている｣ 54.4％, ｢どちらかと言えばゆるくなっている｣ 32.3
％, ｢ゆるくなっている｣ 0.2％, ｢無回答・不明｣ 3.4％ (坂本, 2018：97)｡
(10) 問：全般的に市町村から国に対する要望は届きやすくなっていると感
じますか｡ (単数回答) (n＝1342) ｢届きやすくなっている｣ 3.8％, ｢どち
らかと言えば届きやすくなっている｣ 62.0％, ｢どちらかと言えば届きに
くくなっている｣ 29.1％, ｢届きにくくなっている｣ 3.1％, ｢無回答・不








































創生のチャンス｣ と答えた自治体 (55自治体, 32.0％) と前向きにとらえ
た自治体が最も多かった｡ また, ｢学ぶところがあった｣ と答えた自治体
(51自治体, 29.7％) も多く, 職員にも前向きにとらえられていることが
わかる｡ 地方創生政策によって, ｢自治体の政策・方針が改善した｣ とす
る21自治体 (12.2％) もあり, この政策が自治体の政策・方針を振り返り
改善の契機となったという意味を持つことも示されている｡ 一方で, ｢事
務作業にただ忙殺された｣ とする22自治体 (12.8％) というネガティブな





















全体 都市自治体 周辺自治体 過疎自治体
5 10 15 20 25 30 35 40
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方針が改善した｣ という回答は都市自治体や過疎自治体において比較的高
かった｡ これらは, 地方創生政策が自治体に何らかの示唆や気づきをもた










生への評価 (単一回答)：関西圏と他地域との比較｣)｡ また, 他の地域と
比べて ｢自治体の政策・方針が改善した｣ とする回答割合もやや高い｡ 総
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Regional Revitalization Policy in Japan :
Analysis of Municipal Questionnaire Survey Results
in Six Prefectures in the Kansai Region
Yuki HAYAKAWA
The purpose of the “Regional Revitalization Policy [Local Revitalization
Policy]” in Japan is to maintain and revitalize the local community under the
2014 “Act on Overcoming Population Decline and Vitalizing Local Economy
in Japan”. This study is based on the results of a questionnaire survey of the
regional revitalization policy bureaus of all municipal governments in six pre-
fectures in the Kansai area (Osaka, Kyoto, Hyogo, Shiga, Nara, and
Wakayama) from July to October 2018. The study analyzed by the municipal
governments’ approach of the policy and the formulation of the “Municipal
Comprehensive Strategy”. In order to specify the characteristics in the
Kansai region, this study tried to compare the approach of this policy in other
regional and national surveys. The results showed that, although there were
some differences in the contents of the comprehensive strategy, the process
of strategy formulation also had similarities with other regions. Future re-
search should determine the objective behind these approaches and clarify
the characteristics of each prefecture in the Kansai area.
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